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業務の適正を確保するための体制 

 

１．当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制 

（１）当社は、当社グループの役員、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任及び企業倫

理を果たすため、当社グループに共通に適用される企業行動基準を定め、それをすべての役員、使用人に周知徹

底させるものとする。 

（２）コンプライアンス担当役員を置き、コンプライアンス担当部署を設置する。コンプライアンス担当部署は、当社グル

ープ全体の観点から定期的にコンプライアンス・プログラムを策定し、それを実施する。 

（３）当社グループの役員、使用人に対して、コンプライアンスに関する研修、マニュアルの作成・配付等を行うこと等に

より、コンプライアンスに関する知識を高め、それを尊重する意識を向上させる。 

（４）法令遵守上に疑義がある行為等に関して、当社グループの使用人が直接通報する手段を確保するものとし、そ

の手段の一つとして社外の弁護士による内部通報窓口を設置、運営する。 

（５）反社会的勢力の排除のため、対応方針等を当社グループ内に構築し、その体制を整備するとともに、すべての

役員、使用人に周知徹底させる。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

（１）取締役は、その職務の執行に係る重要な文書の作成、情報を社内規程に基づき、それぞれの職務に従い、適

切に保存及び管理する。 

（２）重要な意思決定及び報告に関する文書の作成、保存及び廃棄については、文書取扱規程に基づき適正に実

施する。 

 

３．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

（１）当社は、グループ各社の営業成績、財務状況その他の重要な事項について、当社取締役会における報告等を

通じて当社に対し定期的な報告を義務づけるものとする。 

（２）グループ各社において、会社に著しい損害を及ぼす可能性のある事態が発生した場合は、グループ各社の取締

役等は、直ちに当社のリスク管理担当役員及び関連部署に報告することを義務づけるものとする。 

 

４．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）リスク管理担当役員を置き、リスク管理担当部署を設置する。リスク管理担当部署は、リスク管理規程を制定し、

当社グループ全体の観点からリスクの評価及び管理体制の構築及び運用を行う。 

（２）当社各部門及びグループ各社は、自部門・自社に関するリスクの管理を行い、各部門長及び各社社長は、定

期的にリスク管理の状況をリスク・コンプライアンス委員会に報告する。 
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５．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）会社として達成すべき目標を明確にした当社グループ全体に係る中期経営計画に基づき、当社グループの取締

役ごとに業績目標を明確化し、その評価方法を明らかにするものとする。 

（２）当社グループにおいて、部門ごとの職務執行体制を細分化し、業績への責任を明確にするとともに、スペシャリス

トによる人的効率の向上を図る。 

（３）意思決定プロセスの簡素化により迅速化を図るとともに、重要事項については合議制による社内役員会により

慎重な意思決定を行うものとし、グループ各社にその遵守を求めるものとする。 

（４）グループ内取引の公正を保つため、グループ内取引基準を策定し、適正化に努める。 

 

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の他の取締役

（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに監査等委員会の当該取締役及び使用

人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

（１）監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を必要としたとき、監査等委員会補助スタッフを置き、必要人員

を配置する。 

（２）監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、監査等委員会補助スタッフを置いた場合、当該スタッフの独

立性を確保するため、人事異動、評価等の人事権に関して、監査等委員会の事前の同意を得るものとする。 

（３）監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会の指揮命令に従うものとする。 

 

７．当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査役及び使用人等またはこれらの者から報告

を受けた者が当社の監査等委員会に報告するための体制並びに監査等委員会へ報告をした者が当該報告をし

たことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

（１）当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）、使用人等は、業務執行の状況について、取締

役会において随時報告するとともに、当社の監査等委員会から報告を求められたときは、速やかに適切な報告を

行うものとする。 

（２）当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査役及び使用人等は、法令等の違反行為

等、当社または当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直接もしくは内部監査担

当部署等の関連部署を通じて、直ちに当社の監査等委員会に報告を行うものとする。 

（３）内部監査担当部署は、定期的に当社グループの監査を行い、その結果を当社の監査等委員会に報告するも

のとする。 

（４）内部通報窓口担当部署は、その運用状況・通報内容等を随時当社の監査等委員会に報告するものとする。 

（５）当社グループは、監査等委員会に報告を行った者及び内部通報窓口に通報した者に対し、当該報告・通報し

たことにより解雇その他不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を社内規程に定め、周知徹底するものとする。 
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８．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行について生

ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

（１）監査等委員がその職務を遂行するために必要と判断したときは、弁護士、公認会計士、税理士等の専門家に

意見を求めることができ、その費用を会社に求めることができる。その他、監査等委員がその職務の執行について、

費用の前払い等を請求した場合は、当社は当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除

き、その費用を負担するものとする。 

 

９．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（１）取締役（監査等委員である取締役を除く。）、使用人は、監査等委員会の監査に対する理解を深め、監査

等委員会の監査の環境を整備するよう努めるものとし、常勤の監査等委員は、社内役員会等の重要な会議に出

席する。 

（２）代表取締役と定期的な意見交換を実施し、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。 

（３）監査業務遂行上、必要に応じて弁護士、公認会計士より助言を受ける機会を保障する。 

 

上記、業務の適正を確保するための体制に基づき、当連結会計年度に実施した当社グループにおける内部統

制システムの運用状況の概要は以下のとおりとなります。 

当社は、業務の適正を確保するための体制の運用状況を定期的に取締役会に報告し、必要に応じて見直しを

行っております。 

 

１．コンプライアンスに関する取組み状況 

当社は、当社グループの内部統制を強化すべく、各社の業態や役割に応じたコンプライアンス研修を実施し、業

務に関連する法改正等の情報共有と社内啓蒙活動のため、イントラネット等による情報発信を定期的に行うなど、

コンプライアンス意識の向上を図っております。また、当社は、グローバル共通の企業姿勢を示すものとして、昨今の社

会情勢や価値観を反映した「ニトリグループ行動憲章」を定め、多言語化した上でグループ全体への周知・啓蒙活

動を行うとともに、行動憲章に基づくポリシーとして、「人権ポリシー」や「競争法遵守ポリシー」を新設し、これらの周

知・啓蒙にも努めております。海外子会社においては、上記の研修や啓蒙活動に加えて、グローバル管理部門ミー

ティングを実施しており、海外特有のリスク情報や法改正情報を共有しております。また、「グループ内部通報規程」

の定めに従い、社内外に公益通報の相談窓口を設置しております。定期的に社内報やアンケート等を通じて、内部

通報制度の周知を図ることにより、海外子会社を含めた内部通報対応を実施しており、問題の早期発見と改善措

置に効果を上げております。 

 

２．職務執行の適正性及び効率的に行われることに対する取組みの状況 

当社は、社内役員会を毎週開催し、取締役会における機動的な意思決定を行うための事前審議を実施してお

ります。取締役会における議案の審議、業務執行の状況等の報告では、社外取締役を交えた活発な議論や意見

交換がなされております。また、重要な業務執行の主要な部分について、決定権限の代表取締役への委任を図っ

ており、これらによって、意思決定の適正性、効率性及び監督（モニタリング）の実効性は確保されているものと考

えております。グループ各社の営業成績、財務状況その他の重要な事項の報告については、各社ごとに達成すべき

営業目標を設定した上で、当社取締役会への定期的な報告を求めることにより、子会社の取締役等の職務の執
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行状況の監督を適切に行っております。 

 

３． 損失の危険の管理に関する取組みの状況 

当社は、当社グループが被る損失または不利益を最小限とするためにリスク管理に関する規程及び事業継続計

画（BCP）を策定し、「リスク・コンプライアンス委員会」を中心とするリスク管理体制を整備しております。事業継続

計画（BCP）に従い、様々な訓練を実施するとともに、毎月開催している「リスク・コンプライアンス会議」では、取締

役会で決定した重要リスク単位で、新たに分科会活動を推進することにより、リスク予防体制の見直しや教育体制

を強化し、新たな課題への対策を実施することで当社グループのリスク管理体制を強化しております。 

 

４． 監査等委員会の監査の実効性を確保するための取組みの状況 

当社の監査等委員会は、定時ないし臨時に監査等委員会を開催し監査情報の交換を行うとともに、常勤の監

査等委員が社内役員会、課題進捗会議等の重要な会議に出席している他、コンプライアンスや内部統制の整備

状況等について、内部統制部門と定期的に監査結果の共有を行うなど、内部統制システムを利用した監査を行っ

ております。また、監査等委員会の指示に基づき、監査業務を補助する専任者を置く等、監査の実効性を確保し

ております。その他、代表取締役並びに会計監査人と定期的な会合を実施し、監査に必要な意見交換を実施して

おります。 

 

2023年4月19日 改定 

 

 

附   則 

 

（基本方針の改廃） 

第１条  この規程の改廃は、取締役会において行う。 

 

 


